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はじめに～ＪＣＦＡ（日本消費者金融協会）とは

ＪＣＦＡ（日本消費者金融協会）は、「我が国の消費者金融の健全な発展を図るとともに、広く国民経
済の適切な運営に資することを目的」とし 昭和44（1969）年に設立された任意団体です済の適切な運営に資することを目的」とし、昭和44（1969）年に設立された任意団体です。
現在の会員数は30社ですが、消費者向無担保貸金業者の貸付残高でのシェアは約6割です。（09年
3月末）

設立以来、自主規制の制定や業界データの公表、消費者教育、債務者の無料カウンセリング、社会設立以来、自主規制の制定や業界デ タの公表、消費者教育、債務者の無料カウンセリング、社会
貢献活動にいち早く取り組んで参りました。

ＪＣＦＡの主な歩みと実績

１９６９年 ４月 ＪＣＦA（日本消費者金融協会）設立
１９７０年 ５月 米国の業界団体ＮＣＦＡ（現ＡＦＳＡ）との交流・提携
１９７６年 ８月 業界基礎データ「サラリーローン白書（現消費者金融白書）」の発行
１９７８年 １月 会員の自主規制である「倫理規定」を制定
１９７８年１１月 「小口金融業法」のＪＣＦＡ試案の発表
１９８０年 １月 消費者金融専門誌「月刊クレジ トエイジ」の発行１９８０年 １月 消費者金融専門誌「月刊クレジットエイジ」の発行
１９８０年 ４月 消費者保護・救済のための「救済更生事業団」の発足
１９８２年 ６月 「消費者教育用教材づくり」の開始
１９９３年 ７月 北海道地震義援金
１９９５年１２月 「’９５日米消費者教育セミナー」東京・大阪で開催
１９９７年 ６月 「金銭管理カウンセリング事業団」設立。「カウンセリング研究会」設置
１９９７年 ９月 消費者カウンセリング機関「金銭管理カウンセリングサービス」無料相談窓口東京と大阪に開設
２０００年 ７月 「ＡＦＳＡ／ＪＣＦＡ金融サービスシンポジウム」に参加
２００１年 ４月 ＪＣＦＡオリジナル「カウンセリング通信教育講座」開講
２００３年１０月 ＪＣＦＡカウンセリングフォーラム開催
２００４年１０月 「フィナンシャルカウンセリング研究会」発足
２００４年１０月 地域清掃活動開始２００４年１０月 地域清掃活動開始
２００５年 １月 献血活動開始
２００６年１１月 フィナンシャルカウンセリング研究会シンポジウム開催
２００８年 ３月 チーム・マイナス６％参加

【入会要件】【入会要件】
・貸金業登録による貸金業者で既に会員である者２名以上の推薦を受けた者
・３年以上の営業実績のある法人、又は個人であること
・理事会にて過去３年間に違法営業行為がなかったか、当協会の設立趣旨、理念を理解しているか、
会員としての妥当性及び適格性に問題はないか審査された者であること
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１―①会員データからみた現状～会員数・貸付残高の推移

2006年以降会員数は大幅に減少している。
規模別では中規模業者以下での減少が著しい。
また、会員の貸付残高は3年間で43.9％減少した。（退会による減少分も含む）

81 195 会員の貸付合計残高は

■会員数の推移（貸付残高別） ■会員貸付残高の推移
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１―②会員データからみた現状～従業員数・会員店舗数の推移

2009年の従業員数は2006年の半数以下になっている。
会員店舗数は有人・無人ともに大幅に減少している。特に有人店舗は平成以降のピーク時2001年
（3720店舗）から最新の2009年10月末には571店舗と約7分の1にまで減少している。
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１―③会員データからみた現状～退会会員の退会理由

2006年度の退会理由で最も多いものは廃業で 会社清算 業務転換 合併と合わせて考えると 退2006年度の退会理由で最も多いものは廃業で、会社清算、業務転換、合併と合わせて考えると、退
会会員の多くが消費者金融市場から撤退している。

■ 退会理由の推移

06年5月
～

07年4月

07年5月
～

08年4月

08年5月
～

09年4月

09年5月
～ 合計

廃業 17 22 5 4 48廃業 17 22 5 4 48
会社清算 3 2 0 0 5
業務転換 1 1 0 1 3
合併 1 0 0 0 1
会社都合

出典：ＪＣＦＡ調査

会社都合 3 2 0 1 6
合計 25 27 5 6 63

07年2月に
入会1社あり

08年4月に
入会1社あり

08年10月に
入会1社あり

【退会会員の声】
・過払い返還請求等の増加で経営状況悪化
・過払い金返還請求急増のため破産
・事業者部門を強化し 消費者金融業を行わない・事業者部門を強化し、消費者金融業を行わない
・貸付を行わないこととしたから
・現在の環境下では顧客に貸付することが出来ないので廃業するため
・長年、必要な時に小口で短期の融資を行ってきたお客様に対しても融資を断らざるを得ない状況になったとき
に廃業を決意したに廃業を決意した

・短期で必ず返済してくれていたお客さまにお貸しすることができないことが一番つらい

出典：ＪＣＦＡ調査
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１－④会員アンケートからみた現状～会員の事業コスト構造

営業貸付金利息は顧客への貸出金利が低下していることから年々低下している。

営業費用はその他販売管理費が年々低下する 方貸倒償却費用と利息返還費用の上昇に伴い営業費用はその他販売管理費が年々低下する一方貸倒償却費用と利息返還費用の上昇に伴い、
年々上昇している。特に利息返還費用の増加が著しい。

■ 事業コスト構造の推移（貸付残高に対する割合）

30.0% 29.1％

26.3%

出典：ＪＣＦＡ調査

3.0%

6.0%
8.6%

22.1%
20.8%

19.1%20.0%

21.5%

9.5% 12.3% 12.7%

7 9%

10.0%

1.2% 1.3% 1.4%

7.9% 6.6% 6.3%

0.0%

2006年度 2008年度2007年度

営業貸付金利息 金融費用 その他販売管理費 貸倒償却費用 利息返還費用（利息返還金）

2006年度 2008年度2007年度
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２―①利息返還請求の現状～利息返還額と元本毀損額の推移

2006年以降利息返還額は急激に増加しており、08年以降高止まりを続けている。
06年4月以降の利息返還額の合計は1兆4000億円、07年4月以降の利息返還に伴う元本毀損額の
合計は、8400億円となっており、合計で2兆2400億円に上る。

利息返還額 元本毀損額 推移

年 年 ま

2500

単位：億円

■ 利息返還額・元本毀損額の推移
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２―②利息返還請求の現状～利息返還請求者の割合

利息返還請求者に占める完済顧客の割合は、06年1～3月期には9.4％であったが、09年7～9月期
には27 7％に増加しているには27.7％に増加している。
また、請求者については、本人からは4.8％を除いた95.2％が、弁護士及び司法書士からの請求と
なっている。
なお、弁護士は23.0％、及び司法書士は15.3％の割合をそれぞれの上位10事務所が占める。

完済者
完済者

■ 利息返還請求者に占める完済者の割合の推移

Ｎ＝消費者金融 専業１６社Ｎ＝消費者金融専業12社【06年1～3月】 【09年7～9月】

完済者
27.7%

9.4%

出典：ＪＣＦＡ調査
■ 請求先の件数割合

上位10

弁護士

58.0%

司法書士
37.2%

本人
4.8%

その他 上位10 その他上位10
23.0%
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出典：アコム㈱、プロミス㈱調べ
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800万円以上

３－①消費者金融市場の現状～消費者金融顧客プロフィール

出典：ＪＣＦＡ調査
■ ０９年１０月１ヶ月間の新規顧客のプロフィール

【年収別】【性別】
Ｎ＝会員４社

200万円未満
15.3%

600万円未満
7.4%

800万円未満
7.8%

4.1%

女

300万円未満
24 0%

500万円未満
15.4%男

25.0%

24.0%

400万円未満
26.0%

男
75.0%

専業主婦（主夫）
1.9%

その他 6.7%
【職種別】【年代別】

20代40代

50代以上
15.4%

パート・アルバイ
ト・派遣社員 19.1%

20代
42.4%

30代

40代
17.8% 会社員・公務員・

団体職員 63.0%

会社経営者・30代
24.5%

会社経営者
個人事業主 9.4%
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３－②消費者金融市場の現状～成約率の推移

■ 成約率の推移
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出典：ＪＣＦＡ調査
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４－①会社経営者・個人事業主による消費者金融利用の現状

既存顧客の約１３％が会社経営者・個人事業主であり、その９０％が従業員１０人以下の中小・零細
企業である企業である。

また、つなぎ資金を調達した零細企業事業主（資本金２０００万円未満と個人事業主）の約３０％が
消費者金融・クレジットカードを調達先として回答している。

専業主婦（主夫）

3.8%

その他 10.3%

【参考】直近１年間で零細企業事業主が利用した
つなぎ資金の調達先の変化

■ 既存顧客の職業別割合
出典：ＪＣＦＡ調査

25.3%
24 4%

銀行

Ｎ＝消費者金融４社

パート・アルバイト・

派遣社員 13.3%

会社員・公務員・

団体職員 59.8%

16.3%

2.5%

24.4%

13.8%

3 2%

信用金庫・信用組合

その他の金融機関

会社経営者・個人

事業主 12.7%

■ 既存顧客のうち経営者 自営業者の従業員規模

5.6%

2.1%

3.2%

3.5%

その他の金融機関

公的資金（自治体の制度ローンなど）

商工ロ ン

 　101人以上

1.6%

 　51～100人以下

1.0%
　 11～50人以下

6.7%

■ 既存顧客のうち経営者・自営業者の従業員規模

28.5%

31 2%

3.2%

37.9%

商工ローン

消費者金融・クレジットカード

 　6～10人以下

8.7%

31.2%

7.3%

31.2%

5.5%

親族・知人

ヤミ金融・その他

出典：月刊公明１１月号（東京情報大学堂下准教授調べ）

　 5人以下

81.9%
2009年度（n=1097） 2008年度（n=1272）
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４－②（参考）零細事業者の資金繰りの現状

零細事業者（個人事業主＋従業員9名以下の事業者）で受注から入金されるまでの期間2 3か月と零細事業者（個人事業主＋従業員9名以下の事業者）で受注から入金されるまでの期間2,3か月と
回答した者が半数。
また、つなぎ資金を必要とした零細事業者の6割以上が100万円未満の額であった。

■ 受注から入金までの期間 ■ つなぎ資金必要額
出典：コミュニケーション科学研究所調べ
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17.0

32 0

0 10 20 30 40N=1588 N=1106

50万円～100万円未満

100万円～150万円未満

150万円～200万円未満

20.7

11.5

4.3

平均金額 167万円

２ヶ月

３ヶ月

４ヶ月

32.0

22.0

11.0

200万円～300万円未満

300万円～400万円未満

400万円～500万円未満

8.3

2.7

2.3

平均金額：167万円
５ヶ月

６ヶ月

5.4

2.7

500万円～1,000万円未満

1,000万円～2,000万円未満

2,000万円～5,000万円未満

万円以上

3.6

1.4

0.5

0 2

７～８ヶ月

９～10ヶ月

11ヶ月以上

7.5

1.1

1.4
5,000万円以上 0.211ヶ月以上 1.4

11



４－③（参考）事業者の資金調達の現状

個人での借入を事業性資金に転用したことのある経営者は全体の約4割個人での借入を事業性資金に転用したことのある経営者は全体の約4割

■ 個人での借入を事業性資金に転用したことのある経営者

借入金を 事業用
選択肢 回答数 回答率

借 金を事業 資金 転 た がある

金 事

資金に 転用したこ

とがあ る

（ 現在も 残高あ

り） , 2 2 .3 %

借入金を事業用資金に転用したことがある
（現在も残高あり）

2,229 22.3%

借入金を事業用資金に転用したことがある
（現在は残高なし）

1,686 16.8%

借入金を 事業用

資金に 転用した

こ とはない ,

 6 0 .9 %

借入金を 事業用

資金に 転用したこ

とがあ る （ 現在は

借入金を事業用資金に転用したことはない 6,099 60.9%

合計 10,014 100.0%
とがあ る （ 現在は

残高なし） ,

 1 6 .8 %

出典 日本貸金業協会「資金需要者等の現状と動向に出典：日本貸金業協会「資金需要者等の現状と動向に
関する調査（2008年年11月実施）」より作成
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５．改正貸金業法の施行スケジュールと概要

概ね3年間

【2条施行】【1条施行】 【3条施行】 【完全施行】【公布】

2006年
12月20日

【2条施行】【1条施行】 【3条施行】 【完全施行】【公布】

2007年
1月20日

2007年
12月19日

2009年
6月18日

2010年
6月18日までに施行

1条施行

2条施行

・罰則の強化 →超高金利や無登録営業には10年以下の懲役

2条施行
・日本貸金業協会の設立 →自主規制基本規則等の施行

・行為規制の強化（禁止行為） →資金需要者に虚偽の内容を告げる又は重要事項を伝えないこと等を禁止

・生命保険契約に係る規制強化 →自殺により保険金が支払われる保険契約の締結を禁止

監督強化 業務改善命令の導入や 報告徴収命令 立入検査の対象拡大等

施

行
・監督強化 →業務改善命令の導入や、報告徴収命令・立入検査の対象拡大等

・書面交付に係る規定の整備 →交付書面記載事項の整備やマンスリーステートント導入等

3条施行

・財産的基礎要件の引上げ 最低純資産額を5百万円から2千万円に変更

済

み

・財産的基礎要件の引上げ →最低純資産額を5百万円から2千万円に変更

・貸金業務取扱主任者資格試験の創設
・指定信用情報機関制度の創設

完全施行完全施行

・財産的基礎要件の引上げ →最低純資産額を2千万円から5千万円に変更

・貸金業務取扱主任者の必置化 →営業所又は事務所ごとに主任者の設置を義務化

・契約締結前書面の交付 →契約締結前に契約内容を説明する書面の交付を義務化

今
後
施
行・総量規制の導入

・指定信用情報機関への調査義務
・上限金利の引下げ →利息制限法超過利息の契約締結禁止

行
予
定

13



６－①日本貸金業協会の概要

日本貸金業協会は、内閣総理大臣が指定する自主規制機関として2007年12月に設立。
法令を補完すべく 市場の実態に合わせた自らのル ルを策定し また 加盟貸金業者に対し その

内 閣 総 理 大 臣

法令を補完すべく、市場の実態に合わせた自らのルールを策定し、また、加盟貸金業者に対し、その
遵守状況の監視及び指導を実施。

指定

内 閣 総 理 大 臣

国民経済の適切な運営

業務の適正な運営の確保

【日本貸金業協会の目的】

自主規制機能強化のため規程整備し、各業務を実施

資金需要者等の利益の保護貸金業の健全な発展

広報・啓発・調査研究活動監査（書面・実地）

自主規制基本規則等の制定 協会員の法令等遵守に関する助言・指導

貸金業務取扱主任者資格試験

行政協力事務 苦情処理 相談対応

貸金業務取扱主任者研修・業務研修

広告審査

行政協力事務 苦情処理・相談対応

法律相談
14



６－②自主規制基本規則等の概要

貸金業法・監督指針

１．営業店登録の申請等に関する規則
・特定箇所における、営業所の新設を原則として禁止
・大学へ隣接する場所への営業所新設禁止

７．広告及び勧誘に関する規則
・各種広告媒体に応じた表示内容や総量等に関する規程
・屋上広告看板及び誇大な壁面看板の新設を原則として禁止
・屋上広告看板及び誇大な壁面看板の24時以降の点灯禁止

自主規制基本規則

２．貸金業の業務の適切な運営を確保するための措置に関する規則
・業容規模に応じた各種社内態勢の整備
（例．経営管理、個人顧客情報の安全管理措置、外部委託等）

８．取立て行為に関する規則
・法第21条の規制に係る、禁止事項の例示及び社内態勢整備

３．不正又は不当な行為等、禁止行為に関する規則
・禁止行為の例示と、それに伴う社内態勢の整備

屋 広告看板及び誇大な壁面看板 時以降 点灯禁
・貸付けに係る勧誘を行う際の、承諾取得及びその方法
・顧客等からの意思表示に即した、再勧誘の禁止及びその期間

（例：正当な理由を有さない場合）（例：故意又は過失により顧客に不利益を与える行為等）

９．取引履歴の開示に関する規則
・開示を実施する際の、本人確認方法の例示
・開示における書面交付方法等に係る規定

４．相談及び助言に関する規則
・適切な相談及び助言並びに助力のための社内態勢整備

10．過払金支払に関する規則

・債務者が希望する口座への振込み支払を可能とする旨の規定
５．苦情対応に関する規則
・適切な苦情受付業務を確保するための社内態勢整備

６．過剰貸付け防止等に関する規則
多重債務化防止を考慮した 審査基準の設定及びその遵守

11．債権譲渡等に関する規則
資金需要者等の保護に資する適切な債権譲渡先の選定

（1） 経営管理等 （内部管理・内部監査等）

細則

（7） 苦情等対応態勢

社内規則策定ガイドライン（ガイドラインに基づき貸金業者が社内規則として制定）

（14） 取立て行為業務の適正な運営に
関する社内規則策定

・多重債務化防止を考慮した、審査基準の設定及びその遵守
（例：信用情報の利用等、保証契約時等の留意事項）

・資金需要者等の保護に資する適切な債権譲渡先の選定
・債権譲渡を実施した債権に係る帳簿の開示及び保管

（ ） 経営管 等 （内部管 内部監査等）
（2） 法令遵守態勢 （不祥事件に関する事項含む）
（2）-2反社会的勢力による被害の防止
（3） 個人顧客情報の安全管理措置等
（4） 外部委託
（5） 本人確認、疑わしい取引の届出
（6） 相談及び助言の対応態勢

（8） 貸金業務取扱主任者
（9） 禁止行為
（10） 契約に関する説明
（11） 過剰貸付けの防止
（12） 広告の取扱い
（13） 書面の交付義務

（15） 取引履歴の開示 （帳簿の
保管に係る内容含む）

（16） 債権譲渡等
（17） 営業店登録
（18） 過払金支払

関する社内規則策定
にあたっての細則

（6） 相談及び助言の対応態勢 （13） 書面の交付義務

貸 金 業 者 の ガ バ ナ ン ス 及 び コ ン プ ラ イ ア ン ス の 向 上
15



６－③自主規制基本規則 ～月収1/3以内ルール～

◆過剰貸付けの防止に関する自主規制基本規則

が

自社で貸付しようとする額と他社で借入れを

返済額が月収の１／３を超える契約の禁止

総借入にかかる １／３
している額に関する1ヵ月の返済額の合算が、
原則として顧客等の月間収入額の１／３
（又は年収額の１／３６）を超えないこと。 月収

総借入にかかる

1ヵ月の返済額

１／３
を超える
貸付けを

禁止

個人信用情報機関の利用 収入額の確認

契約額が 定基準（自社

返済期間（３年以内）

契約額が一定基準（自社50万
円超又は他社合算が150万円

超）に該当する場合は、収入
証明書類を徴求する

新規契約締結時及び途上
審査時に信用情報機関を
利用する

極度額３０万円までの契約
の返済期間は原則３年とす
る

証明書類を徴求する

資金需要者等の収支の均衡を踏まえ健全な返済計画に基づく契約を締結・資金需要者等の収支の均衡を踏まえ健全な返済計画に基づく契約を締結
・資金需要者等が多重債務に陥ることを防止

実 質 的 な 総 量 規 制 と し て 機 能
16



７．指定信用情報機関による借入状況調査

指定信用情報機関を通じた総借入残高の把握
⇒貸金業者による情報提供、信用情報の照会及び指定信用情報機関間の情報交流の義務化により、
貸金業者は個人顧客の借入れ情報を把握し、返済能力に応じた精度の高い与信供与が可能になる。

【指定信用情報機関】

■指定信用情報機関制度の概要

指定信用情報機関Ａ 指定信用情報機関Ｂ
情報交流

② ③信提 ⑥②
照
会

③
照
会
結
果

信
用
情
報

提
供
契
約

⑥
情
報
提
供

提供する個人信用情報

１ 氏名、住所、生年月日、勤務

加盟貸金業者

① ⑤

１．氏名、住所、生年月日、勤務
先の名称、運転免許証番号

２．契約年月日
３．貸付金額

貸付残高④①
借
入
申
込

⑤
貸
付
・
返
済

４．貸付残高
５．遅延の有無

④
与
信
供
与

個人顧客
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８．信用情報機関のデータから見る多重債務者数について

金融庁が公表する多重債務者数は、㈱日本信用情報機構に登録されるデータが5件以上の者を指す。

出典：㈱日本信用情報機構（旧全情連）の公表情報より作成

「残高無し」を含んだ件数が5件以上 「残高無し」を除いた件数が5件以上

定義変更 減少

改正法議論時（2006年5月） 修正後（2007年2月） 現在（2009年9月）

多重債務者数230万人 多重債務者数177万人 多重債務者数80万人定義変更 減少

全体登録件数1,172万人 全体登録件数1,380万人全体登録件数1,585万人

単位：万人■多重債務者数の推移

多重債務者数230万人 多重債務者数177万人 多重債務者数80万人

177
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（注）
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（注）2009年4月1日をもって、㈱日本信用情報機構（旧社名㈱テラネット）は、旧全情連加盟33情報センターから信用情報事業を承継
しており、本年6月以降、旧テラネットに登録されていた無担保無保証借入れにかかる情報を本統計に順次反映させているため、
6月以降、各種データが増加している。（9月末時点で反映は未完了） 18



９．完全施行時の資金需要者への影響予測 ～総量規制(1/3)該当者の割合～

会員へのアンケートによると既存顧客のうち総量規制該当者は５４．５％。
今後情報交流が開始されＣＩＣも含めると実際にはもっと多くなることが予想される。

※総量規制該当者の定義
ＪＩＣＣのデータ上で自社残高と他社残高を合計した額が
現在判明している年収の １／３を超える者

【今後】【今後】
これらの集計に以下の要件が加わり、より
総量規制の影響が拡大すると考えられる。

①個人事業者に対する書類徴求制度

1/3以内
45 5％

1/3超
54 5％

①個人事業者に対する書類徴求制度

②専業主婦に対する夫への同意徴求制度

45.5％ 54.5％

③収入証明書徴求制度

出典：会員アンケート
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■ヤミ金被害率

出典：日本貸金業協会「資金需要者等の現状と動向に関する調査（2008年年11月実施）」より作成10．ヤミ金被害

借入利用者のうち 12 2％（うち約3％は現在も残高あり）がヤミ金融利用経験者

高い割合で利用者がいる理由は、

借入利用者のうち、12.2％（うち約3％は現在も残高あり）がヤミ金融利用経験者

■必要な資金が調達出来なかった場合の対応

高 割合 利用者 由 、
「緊急に資金が必要になったから」と、
「どの正規貸金業者からも借りられなかった
から」が、最も多いとの分析結果あり。

■必要な資金が調達出来なか た場合の対応

正規業者から借入を断られた者にヒアリングしたところ、「支出をあきらめた」との回答が半数を超える
ものの、残りの4割は、「家族や知人からの借入」、 「パート・アルバイトで収入を増やす」、「ヤミ金を
探した」などが続く。

【ヤミ金利用率の高い資金使途】 【ヤミ金利用率の低い資金使途】

【参考】 東京情報大学の調査結果によると、ヤミ金の利用率は資金使途により大きく左右されることが判明

【ヤ 金利用率 高 資金使途】

資金使途が以下の場合、ヤミ金に借入れを起こす

確率が6割程度と高い傾向にある。

・医療費

【ヤ 金利用率 低 資金使途】

資金使途が以下の場合、ヤミ金への借入れを起こす

確率が3割程度と比較的低い傾向にある。

・生活費の補填医療費

・子供の教育費

・冠婚葬祭費

生活費の補填

・その他借金返済

20



6 0
失業率 有効求人倍率

11．経済環境の変化

（％）

出典：総務省統計局「労働力調査」より作成
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別紙：ＪＣＦＡまとめ

法改正は多重債務問題の抑制や、貸金市場の健全化に効果を発揮した一方、
資金需要者への影響が懸念されている資金需要者への影響が懸念されている。

日本貸金業協会の設立により、自主規制とガバナンス強化のための社内規定設置が義務化。
併せて協会は監査・罰則機能を有し、その実効性を発揮している。

効

果

個人信用情報機関が設置され、全ての貸金業者はこの情報に基づいた適正な審査が可能となった。

貸金市場は既に自律性に基づいた健全市場とな いる

過剰貸付問題に対しては、上記自主規制の中で定量的な規制が設けられその機能を果たしている。
（借入の月間返済総額が月収の１／３を超えることの禁止）

業

影

既存利用者の多くが総量規制に該当し、結果融資停止措置を受ける一方、総量規制導入の認知が
一般資金需要者に浸透しているとは言えない。

→ 貸金市場は既に自律性に基づいた健全市場となっている業
法
改
正

響
と
課
題

中小零細事業者や個人事業主を中心に健全な資金需要が満たせなくなる。また、満たされない資金
需要は、違法金融、ヤミ金等に依存する。

収入証明取得義務化に先立ち、業者は取得を奨励するも進捗は芳しくなく、結果融資停止措置を受ける。

改 趣旨 健全 者 剰融資抑制 あ 健全 者 制限 な→ 改正趣旨は不健全利用者への過剰融資抑制であり健全利用者の利用制限ではない

資金需要者の利益の保護の為、健全な資金需要を充足する健全な貸金業界が必要

法改正効果により自律性に基づいた市場が形成された現状および、法成立時から著しく変化した現下の経済環境等を鑑み、
予定通り規制が導入された場合には、資金需要者に大きな影響を及ぼすことから、
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規制の在り方や導入の是非について、ご検討をお願いいたします。


